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2019年 6月 10日 

各 位 

会 社 名 株式会社日立ハイテクノロジーズ 

代 表 者 名 執行役社長 宮﨑 正啓 

 （コード番号： 8036、東証第一部） 

問い合せ先 CSR・コーポレートコミュニケーション部長 

 桑原 満（電話：03-3504-5138） 

 

支配株主等に関する事項について 

 

１．支配株主等の商号等 

当社の支配株主等（以下、親会社）に該当するのは、次の 1社です。 

（2019年 3月 31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

(株)日立製作所 親会社 51.76 ─ 51.76 
㈱東京証券取引所  市場第一部 

㈱名古屋証券取引所 市場第一部 

 

２．親会社の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社との関係 

（1）親会社の企業グループにおける上場会社の位置付け、親会社やそのグループ企業との取引関係、

人的関係、資本関係など 

当社は、株式会社日立製作所（以下、日立製作所）を親会社とする企業グループ（以下、日立グ

ループ）に属し、日立グループにおける電子装置・システム事業の一翼を担っております。当社は、

日立製作所及びそのグループ企業と緊密な協力関係を維持しつつ、かつ経営上の独立性を保ちながら

事業を遂行しております。日立製作所は当社の総株主の議決権の 51.76％を保有しておりますが、

2019 年 3 月 31 日現在、当社の取締役７名のうち日立製作所の取締役又は執行役を兼務している者は

おりません。 

当社の日立グループ各社との営業取引については、日立製作所等の製造会社向けに当社が各種機器、

部品等を仕入れてこれを納めるものと、各社が製作した装置、部品等を当社がユーザーに直接・間接

に販売するものに大別されます。日立グループ各社間取引にあっては、市価主義の原則のもと、一般

取引と同様に価格決定しています。 
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（2）親会社の企業グループに属することによる事業上の制約、リスク及びメリット、親会社やそのグ

ループ企業との取引関係や人的・資本的関係などの面から受ける経営・事業活動への影響等 

  当社は、日立グループ各社が有する研究開発力やブランド力その他の経営資源を積極的に活用して

います。「日立」のブランドは既に国内外で高い付加価値を創造しており、幅広く当社製品群へ使用し

ています。さらに、日立グループの研究開発力及びネットワークを活用することにより、当社は市場

競争における優位性を発揮することが可能となっています。 

日立グループ各社は、各社独自の研究開発体制に加え、日立製作所の研究開発グループ傘下の各研

究センタ等において蓄積された技術基盤やノウハウとのシナジー効果を発揮することで効率的な発展

を遂げてきています。日立グループの研究開発活動は、日立グループ CTO(＊)会議等でグループ全体の

方向付けが審議されており、当社も当該活動を通じて技術潮流等の付加価値の高い情報を取得してい

ます。また、当社は、日立グループ各社に対し有償の研究開発委託を行うとともに、日立グループ各

社から研究成果の移管を受け、これらを有効に活用しています。 

以上のとおり、日立グループに属することによるメリットはありますが、当社の事業活動は、日立

製作所及び日立グループ各社に大きく依存する状況にはありません。 

(＊) CTO：Chief Technology Officer （最高技術責任者） 

 

（3）親会社からの一定の独立性の確保に関する考え方及びそのための施策 

当社は、株式の上場を通じて、投資家・株式市場から日々評価されることにより、緊張感のある経

営を実践することが、企業価値増大のためにきわめて重要であると認識しています。当社は、日立製

作所のみならず、広く株主全般に提供される価値の最大化を重要な経営目標と位置付けており、かか

る観点から、ガバナンス体制の構築及び経営計画の策定に取り組んでいます。 

 

（4）親会社からの一定の独立性の確保の状況 

当社は、日立製作所からの事業上の制約を受けることなく、業務執行を行っております。当社にお

ける個別の業務執行は執行役の権限であり、さらに重要な意思決定に関する事案の処理は、社内規則

に従い主要な執行役で構成される諮問機関（経営会議）において審議の上、承認し、社長がこれを決

裁しています。これにより、当社の業務執行における経営判断の独立性を確保しています。 

また、当社の取締役会は、経営の基本方針の策定や特に重要な意思決定を行っています。取締役会

の構成として全取締役７名のうち日立製作所の取締役を兼務する者はおらず、さらに、(株)東京証券

取引所に対し、独立役員として届け出ている社外取締役 4 名が就任していることから、当社独自の経

営判断を行うことができる状況にあります。 

以上のとおり、当社の親会社として日立製作所が存在しますが、当社が日立グループに属すること

で、当社の経営の最大効率化が図られており、一方で独立性が確保される体制となっています。 
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３．親会社との取引に関する事項  

2018年度（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日） 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の被所有 
割合(％) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 役員の 

兼任等 
関連当事者 
との関係 

親会社 
(株)日立 
製作所 

東京都 
千代田区 

458,791 
電気機械器具の 
製造及び販売 

直接 
51.8 

間接 
― 

兼任 
なし 
※ 

鉄道車両関連 
部材、各種情報 
機器、電力関連 
部品等の仕入と

販売 

鉄道車両関連部
材、各種情報機
器、電力関連部 
品等の販売 

5,517 
売掛金 3,023 

前受金 23 

電力関連装置・ 
部品等の仕入 

2,492 
買掛金 777 

前渡金 48 

預入資金の預入 1,152 
関係会社 
預け金 

158,937 

利息の受取 206 未収入金 22 

※2019年 3月 31日現在 

(注)取引条件及び取引条件の決定方針等 

1.各種機器・部品等の販売については、毎期価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

2.資金の預入は、当社と日立製作所の間で基本契約を締結しているものであります。資金の融通は日々

行われており、取引金額は前期末時点との差引き金額を表しております。利息については、市場金利

を勘案して決定しております。 

3.上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

 

４．親会社との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

日立製作所との重要な取引については、他の通常取引と同様に、当該営業部門のみならず、業務部、

経理部等の複数部門のチェックを経ることにより公正性及び妥当性を監視することで、少数株主の保

護に努めています。 

さらに、毎年、執行役から取締役会に対して、関連当事者間の取引状況として、上記の方策の遵守

状況を報告しています。 

 

以 上 


